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（百万円未満切捨て）
１．平成29年10月期第２四半期の連結業績（平成28年11月１日～平成29年４月30日）

(1）連結経営成績(累計） （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年第２四半期 346 △10.6 5 △54.8 2 △58.9 3 △43.6

28年第２四半期 387 △0.1 12 － 6 － 5 －

28年10月期 808 △9.7 49 238.7 40 － 52 129.4
 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年第２四半期 0 86 － － 0.2 0.1 1.6

28年第２四半期 1 52 － － 0.4 0.2 3.1

28年10月期 14 80 － － 3.5 1.1 6.2
 
（参考）包括利益 29年第２四半期 27 百万円 28年第２四半期 △16 百万円 28年10月期 3 百万円 

  (2）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

29年第２四半期 3,582 1,520 42.5 426 40

28年第２四半期 3,834 1,473 38.4 413 21

28年10月期 3,617 1,493 41.3 418 70
 
（参考）自己資本 29年第２四半期 1,520 百万円 28年第２四半期 1,473 百万円 28年10月期 1,493 百万円 

  (3）連結キャッシュ・フローの状況

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー
投資活動による 

キャッシュ・フロー
財務活動による 

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物 

期末残高

  百万円 百万円 百万円 百万円

29年第２四半期 20 27 △66 87

28年第２四半期 △0 △4 130 191

28年10月期 61 62 △83 106

２．配当の状況 

  １株当たり配当金 

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
28年10月期 － － － － － － － － － － 

29年10月期（実績） － － － －   ―――   ―――    

29年10月期（予想）   ―――   ――― － － － － － － 

 (注) 配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無

３．平成29年10月期の連結業績予想（平成28年11月１日～平成29年10月31日）

  売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり 
当期純利益

  百万円 百万円  百万円  百万円 円 銭

通期        850         58         50         50 14 02 

（注） 連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  ：  有



４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：  無

(2）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用     ：  無

(3）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本と

なる事項に記載されるもの）

① 会計基準等の改正に伴う変更  :  無

② ①以外の変更          :  無

（注）詳細は、13ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(4）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年第２四半期 3,589,000 株 28年第２四半期 3,589,000 株 28年10月期 3,589,000 株 

② 期末自己株式数 29年第２四半期 22,183 株 28年第２四半期 21,863 株 28年10月期 21,863 株 

③ 期中平均株式数(四半期連結累計期間) 29年第２四半期 3,567,046 株 28年第２四半期 3,567,194 株 28年10月期 3,567,168 株 

５.反社会的勢力との関係排除への取組みとその運用状況

(1）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

   当社グループは、反社会的勢力との関係につきましては、取引関係を含め一切遮断することを基本方針としてお

ります。

(2）反社会的勢力排除に向けた整備状況

   当社グループは、反社会的勢力の経営活動への関与や当該勢力による被害を防止する観点から、管理本部を対応

部署とし、必要に応じて、警察、顧問弁護士などの外部専門機関と連携し、反社会的勢力の排除に向けて取り組ん

でおります。

 

（参考）個別業績の概要

１．平成29年10月期第２四半期の個別業績（平成28年11月１日～平成29年４月30日）

(1）個別経営成績（累計） （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年第２四半期 321 △11.1 12 18.7 10 84.7 10 98.8

28年第２四半期 361 0.3 10 － 5 － 5 －

28年10月期 756 △9.2 44 108.2 34 309.3 48 84.7
 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

  円 銭 円 銭

29年第２四半期 2 99 － －

28年第２四半期 1 51 － －

28年10月期 13 63 － －

(2）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

29年第２四半期 3,600 1,546 42.9 433 58

28年第２四半期 3,844 1,496 38.9 419 41

28年10月期 3,628 1,511 41.7 423 75
 
（参考）自己資本 29年第２四半期 1,546 百万円 28年第２四半期 1,496 百万円 28年10月期 1,511 百万円 

２．平成29年10月期の個別業績予想（平成28年11月１日～平成29年10月31日）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

通期        800         56         48         48 13 46

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん 
  でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
  なお、上記予想に関する事項は添付資料の１ページを参照して下さい。 

 



１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

① 当中間連結会計期間の概況

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、内閣府発表による2017年１～３月期の国内総生産（GDP）

は年率換算で2.2％増と５四半期連続のプラス成長となり安定したテンポの景気拡大局面が続いていることを示し

ました。牽引役としては世界経済の回復に伴う輸出の増加、一方で個人消費は前期の反動で持直したものの雇用者

報酬の伸びは鈍く、さらに脱デフレを示す各種指標は低迷を脱せず高揚感の乏しい回復が続いております。

 繊維業界におきましては、家計の節約志向の継続によりアパレル業界には厳しい環境が続いております。

 このような経営環境の中、当社グループは事業収益向上および財務体質強化を重点にして、原価低減と経費の効

率的運用をすすめるとともに総資産の圧縮をはかり、安定した事業体質の確立に努めてまいりました。その結果、

売上高346,417千円（前年同期比10.6%減）となりました。収益面では営業利益5,505千円（前年同期比54.8%減）、

経常利益2,756千円（前年同期比58.9%減）となりました。なお、保険解約返戻金635千円を計上しました結果、親

会社株主に帰属する中間純利益は3,064千円（前年同期比43.6%減）となりました。 

② セグメントの業績

（繊維事業）

当社グループの売上高の67％を占める主力事業であります。

 当中間連結会計期間の事業環境は、アパレル製品の主力販売先である百貨店売上高は2017年４月において14ヵ月

振りに前年同月比を上回ったものの、衣料品売上高は低迷を脱することなく18ヵ月連続で前年同月比を下回るとい

う厳しい状況で推移いたしました。このような環境のなか当事業部門は、新規取引先と取扱品目の拡充・既存顧客

との取組強化・素材の共有化さらには原価低減に積極的に注力をしてまいりました。 その結果は、受注高203,251

千円（前年同期比38.4%減）、売上高233,328千円（前年同期比13.7%減)となりました。

（賃貸事業）

 当中間連結会計期間の賃貸事業部門は、前連結会計期間と同様に安定した売上となり、売上高99,503千円（前年

同期比0.1％減）となりました。

（物流事業） 

 当中間連結会計期間における事業環境は、百貨店販売が訪日外国人や富裕層の消費により前年割れの状況から脱

する傾向にあります。しかし中間層の動向については不透明感が継続しており、当事業と最も関係の深いセレクト

系ショップにつきましては販売回復には至ってはおりません。このような事業環境のなか、衣料品のみならず、雑

貨・身の回り品・靴などの取扱品目の拡充をおこなうとともに、経費の削減と有効活用に努めてまいりました。そ

の結果、売上高13,586千円（前年同期比22.0%減）となりました。

③ 通期の見通し

 今後の経済見通しにつきましては、国内経済では政府と日銀による安定した経済運営と株価の回復による資産効

果による国内消費の回復に一定の手応えがあるなか、人手不足の顕在化は建設、小売、介護、運輸業などの消費者

の身近な業種での収益圧迫の要因となっております。一方で失速気味にあった訪日外国人の消費は、格安航空会社

の普及などで客数が増加傾向にあり、幅広いインバウンド効果が期待されております。海外では、英国のＥＵ離脱

につづき、米国のＴＰＰ、パリ条約からの脱退など保護主義の台頭は自由貿易体制の枠組を動揺させ、さらには世

界各地で多発しているテロなどは地政学的リスクの顕在化を示し、今後の世界経済伸長に対して不確実性と悪影響

を及ぼしております。

 なお、当社グループの通期連結業績予想につきましては当初の業績予想に変更はありません。 
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（２）財政状態に関する分析

① 当中間連結会計期間末における主な資産及び負債の増減

 当中間連結会計期間末における主な資産及び負債の前中間連結会計期間末および前連結会計年度末との増減は下

記表のとおりであります。

 資産及び負債の増減の状況 （単位：千円）
 

科目

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

平成28年４月30日 平成29年４月30日 平成28年10月31日

金額 増減 金額 金額 増減

現金及び預金 191,282 △104,054 87,228 106,126 △18,898

受取手形及び売掛金 120,007 △45,057 74,949 120,930 △45,980

たな卸資産 300,399 40,505 340,905 289,342 51,562

その他 46,723 △32,001 14,722 17,648 △2,925

流動資産合計 658,413 △140,607 517,805 534,048 △16,242

有形固定資産 2,877,831 △31,253 2,846,578 2,858,852 △12,274

無形固定資産 1,323 1,476 2,800 1,302 1,497

投資その他の資産 296,683 △81,629 215,054 223,553 △8,498

固定資産合計 3,175,838 △111,405 3,064,433 3,083,708 △19,275

資産合計 3,834,252 △252,013 3,582,238 3,617,756 △35,517

支払手形及び買掛金 24,092 4,263 28,355 16,706 11,649

短期借入金 404,636 △64,535 340,101 381,497 △41,396

その他 64,811 △1,805 63,006 72,042 △9,035

流動負債合計 493,540 △62,076 431,463 470,245 △38,782

長期借入金 934,686 △202,760 731,926 749,017 △17,091

その他 932,034 △34,083 897,950 904,927 △6,977

固定負債合計 1,866,720 △236,843 1,629,876 1,653,944 △24,068

負債合計 2,360,260 △298,920 2,061,340 2,124,190 △62,850

 流動資産は前連結会計年度末と比較して16,242千円減少しました。その主な要因は、現金及び預金が18,898千

円、受取手形及び売掛金が45,980千円それぞれ減少して、たな卸資産が51,562千円増加したことなどによるもので

あります。また、前中間連結会計期間末との比較では140,607千円減少しました。

 固定資産は前連結会計年度末と比較して19,275千円減少しました。その主な要因は、有形固定資産が12,274千円

、投資その他の資産が8,498千円それぞれ減少したことなどによるものであります。また、前中間連結会計期間末

との比較では111,405千円減少しました。 

 流動負債は、前連結会計年度末と比較して38,782千円減少しました。その主な要因は、短期借入金が41,396千円

減少したことなどによるものであります。また、前中間連結会計期間末との比較では62,076千円減少しました。

 固定負債は、前連結会計年度末と比較して24,068千円減少しました。その主な要因は、長期借入金が17,091千円

減少したことなどによるものであります。また、前中間連結会計期間末との比較は236,843千円減少しました。
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② キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動および

投資活動により得られた資金を財務活動で使用した結果18,898千円減少し87,228千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は20,433千円（前中間連結会計期間4千円の支出）となりました。

これは主に売上債権の減少、仕入債務の増加などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は27,011千円（前中間連結会計期間4,739千円の支出）となりました。

これは主に保険積立金の払戻による収入などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は66,371千円（前中間連結会計期間130,229千円の収入）となりました。

これは主に長期借入金の返済などによるものであります。

 

  なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記表のとおりであります。

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

平成28年４月中間期 平成29年４月中間期 平成28年10月期

自己資本比率（％） 38.4 42.5 41.3

時価ベースの自己資本比率（％） 5.6 6.0 5.9

債務償還年数（年） － 52.5 18.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ － 6.5 4.7

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※有利子負債は中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。

※株式の時価は、日本証券業協会が運営するグリーンシート市場での中間期末（期末）最終売買株価を使用してお

 ります。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

 当社は、利益配分については、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保の充実と安定した配当を

継続して実施していくことを勘案しつつ、収益状況に対応して株主に対する利益還元を基本方針としております。

 当期の配当につきましては、安定した収益基盤確立を目指すなかで検討いたします。

（４）事業等のリスク

 当社グループの経営成績及び財政状態が、今後起こり得る様々な要因により大きな影響を受ける可能性のある事項

には、以下のものがあります。

 なお、本項において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当中間連結会計期間末（平成29年４月30

日）現在において判断したものであります。

① 経済情勢及び消費低迷等による影響について

 当社グループは、売上高の90％以上が国内向けとなっており、わが国の経済情勢や消費低迷等により当社グルー

プの経営成績は影響を受ける可能性があります。

② 季節要因による影響について

 残暑暖冬などの異常気象により、秋冬物商品の需要が著しく低下した場合には当社グループの経営成績は影響を

受ける可能性があります。

③ 原材料価格等の変動による影響について

 羊毛、特殊獣毛など、当社グループの使用する原材料の価格は、国際市況に連動しているため、国際的な原材料

需給の変動、原材料輸出国における経済・社会情勢等の変化、天災地変等に起因して市況が変動した場合には当社

グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。

④ 借入金の金利の変動、その他金融市場の変動による影響について

 当中間連結会計期間末における当社グループの連結有利子負債残高は1,072,027千円であり、金利情勢、その他

金融市場が変動した場合には当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。

⑤ 有価証券等の保有資産価値の変動による影響について

 当中間連結会計期間末における当社グループの投資有価証券残高は132,823千円であり、投資先の業績不振、証

券市場における市況の悪化等により評価損が発生した場合には当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があ

ります。

⑥ 為替相場の変動による影響について

 当社グループは、原材料の輸入において外貨建取引を行っていることおよび外貨建資産・負債を保有しているこ

とから、為替相場の変動により当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。
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２．企業集団の状況
 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（太陽毛絲紡績株式会社）、連結子会社１社により構成されて

おり、紡毛糸・梳毛糸・毛織物・ニット製品・コート・産業資材および手芸糸の製造・販売、繊維製品・服飾雑貨等の

物流加工および不動産の賃貸を主たる業務としております。

 当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 なお、次の３部門は「５．中間連結財務諸表等 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であ

ります。

(1）繊維事業 ―― 紡毛糸・梳毛糸・毛織物・ニット製品・コート・産業資材および手芸糸の製造・販売

          （会社総数２社）

 当社が製造・販売を行っているほか、太陽テキスタイルサポート株式会社が当社および一部他社から原材料の供給

を受け、紡毛糸・梳毛糸等の製造ならびに役務提供を行っております。

(2）賃貸事業 ――――― 不動産の賃貸および管理（会社総数１社）

 当社が店舗、倉庫および不動産の賃貸および管理業務を行っております。

(3）物流事業 ――――― 物流加工（会社総数１社）

 太陽テキスタイルサポート株式会社が物流加工業務を行っております。

  事業系統図

  以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方
 当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏

しいため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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４．中間連結財務諸表及び主な注記
（１）中間連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年10月31日) 
当中間連結会計期間 
(平成29年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 106,126 87,228

受取手形及び売掛金 120,930 74,949

商品及び製品 213,562 239,335

仕掛品 6,722 283

原材料及び貯蔵品 69,058 101,286

繰延税金資産 7,554 7,554

その他 10,161 7,241

貸倒引当金 △67 △73

流動資産合計 534,048 517,805

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 ※1 1,552,894 ※1 1,559,576 

減価償却累計額 △1,015,460 △1,032,979

建物及び構築物（純額） 537,434 526,596

機械装置及び運搬具 399,958 401,007

減価償却累計額 △376,923 △378,812

機械装置及び運搬具（純額） 23,035 22,194

土地 ※1 2,293,314 ※1 2,293,314

その他 40,740 41,117

減価償却累計額 △35,671 △36,646

その他（純額） 5,068 4,471

有形固定資産合計 2,858,852 2,846,578

無形固定資産    

ソフトウエア 178 1,676

電話加入権 1,124 1,124

無形固定資産合計 1,302 2,800

投資その他の資産    

投資有価証券 103,953 132,823

保険積立金 112,003 75,933

その他 7,596 6,297

投資その他の資産合計 223,553 215,054

固定資産合計 3,083,708 3,064,433

資産合計 3,617,756 3,582,238
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年10月31日) 
当中間連結会計期間 
(平成29年４月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 16,706 28,355

短期借入金 ※1 381,497 ※1 340,101

1年内返還予定の受入建設協力金 15,730 15,730

未払金 24,765 22,972

未払費用 49 111

未払法人税等 655 327

未払消費税等 13,091 1,923

その他 17,750 21,940

流動負債合計 470,245 431,463

固定負債    

長期借入金 ※1 749,017 ※1 731,926

受入建設協力金 181,313 173,447

繰延税金負債 12,589 17,172

再評価に係る繰延税金負債 546,311 546,311

退職給付に係る負債 14,891 11,174

長期預り敷金保証金 149,821 149,843

固定負債合計 1,653,944 1,629,876

負債合計 2,124,190 2,061,340

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 322,741 322,741

利益剰余金 △18,056 △14,991

自己株式 △1,133 △1,152

株主資本合計 403,551 406,596

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 33,769 58,056

土地再評価差額金 1,056,245 1,056,245

その他の包括利益累計額合計 1,090,014 1,114,301

純資産合計 1,493,565 1,520,898

負債純資産合計 3,617,756 3,582,238
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成27年11月１日 
 至 平成28年４月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成28年11月１日 
 至 平成29年４月30日) 

売上高 387,511 346,417

売上原価 278,490 237,324

売上総利益 109,020 109,093

販売費及び一般管理費 ※1 ※2 96,850 ※1 ※2 103,588 

営業利益 12,170 5,505

営業外収益    

受取利息 13 0

受取配当金 3,267 3,138

その他 473 200

営業外収益合計 3,755 3,339

営業外費用    

支払利息 8,337 5,571

為替差損 12 －

その他 871 517

営業外費用合計 9,221 6,088

経常利益 6,704 2,756

特別利益    

  保険解約返戻金 － 635

  特別利益合計 － 635

特別損失    

特別退職金 947 －

特別損失合計 947 －

税金等調整前中間純利益 5,757 3,392

法人税、住民税及び事業税 327 327

法人税等合計 327 327

中間純利益 5,429 3,064

親会社株主に帰属する中間純利益 5,429 3,064

 

（中間連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成27年11月１日 
 至 平成28年４月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成28年11月１日 
 至 平成29年４月30日) 

中間純利益 5,429 3,064

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △33,728 24,287

土地再評価差額金 12,179 －

その他の包括利益合計 △21,549 24,287

中間包括利益 △16,119 27,352

（内訳）    

親会社株主に係る中間包括利益 △16,119 27,352
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 100,000 322,741 △70,842 △1,121 350,778 

当中間期変動額          

親会社株主に帰属する中間
純利益 － － 5,429 － 5,429 

自己株式の取得 － － － △12 △12 

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額） － － － － － 

当中間期変動額合計 － － 5,429 △12 5,417 

当中間期末残高 100,000 322,741 △65,412 △1,133 356,195 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券評価
差額金 

土地再評価差額金 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 95,279 1,044,065 1,139,345 1,490,123 

当中間期変動額        

親会社株主に帰属する中間
純利益 － － － 5,429 

自己株式の取得 － － － △12 

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額） △33,728 12,179 △21,549 △21,549 

当中間期変動額合計 △33,728 12,179 △21,549 △16,131 

当中間期末残高 61,551 1,056,245 1,117,796 1,473,992 
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当中間連結会計期間（自平成28年11月１日 至平成29年４月30日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 100,000 322,741 △18,056 △1,133 403,551

当中間期変動額          

親会社株主に帰属する中間
純利益 － － 3,064 － 3,064

自己株式の取得 － － － △19 △19

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額） － － － － －

当中間期変動額合計 － － 3,064 △19 3,045

当中間期末残高 100,000 322,741 △14,991 △1,152 406,596

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券評価
差額金 土地再評価差額金 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 33,769 1,056,245 1,090,014 1,493,565

当中間期変動額        

親会社株主に帰属する中間
純利益 － － －

3,064
 

自己株式の取得 － － － △19

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額） 24,287 － 24,287 24,287

当中間期変動額合計 24,287 － 24,287 27,332

当中間期末残高 58,056 1,056,245 1,114,301 1,520,898
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成27年11月１日 
 至 平成28年４月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成28年11月１日 
 至 平成29年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間純利益 5,757 3,392

減価償却費 21,298 20,470

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21 6

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,750 △3,717

受取利息及び受取配当金 △3,281 △3,139

支払利息 8,337 5,571

為替差損益（△は益） 12 △28

  保険解約返戻金 － △635

売上債権の増減額（△は増加） 49,353 45,980

たな卸資産の増減額（△は増加） △69,648 △51,562

仕入債務の増減額（△は減少） △10,078 11,649

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,870 △11,167

その他 2,474 4,279

小計 4,324 21,099

利息及び配当金の受取額 3,281 3,139

利息の支払額 △6,955 △3,151

法人税等の支払額 △655 △655

営業活動によるキャッシュ・フロー △4 20,433

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,987 △8,108

無形固定資産の取得による支出 － △1,585

保険積立金の積立による支出 △2,752 △770

保険積立金の解約による収入 － 37,475

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,739 27,011

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（△は減少） △48,000 －

長期借入れによる収入 380,000 230,000

長期借入金の返済による支出 △199,617 △288,487

建設協力金の返還による支出 △2,142 △7,865

自己株式の取得による支出 △12 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー 130,229 △66,371

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 28

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 125,472 △18,898

現金及び現金同等物の期首残高 65,809 106,126

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 191,282 ※ 87,228 

 

- 12 -



注記事項

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数   1社 

 連結子会社は、太陽テキスタイルサポート㈱であります。

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社（太陽テキスタイルサポート㈱）の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

３．会計方針に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価の有るもの 

…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価の無いもの 

…移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

 商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

  月次移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算 

 定） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

…定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物     ２～37年 

機械装置及び運搬具   ２～16年 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3）重要な引当金の計上基準

  貸倒引当金

  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

 討し、回収不能見込額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

   退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る当中間連結会計期間末自己都合要

  支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして
 いる場合には振当処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
  ヘッジ手段…為替予約
  ヘッジ対象…買掛金（予定取引を含む）
③ ヘッジ方針
  為替変動リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法
  為替予約の締結時に同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の
 変動による相関関係は完全に確保されているので中間決算日における有効性の評価を省略しております。

(6）中間連結キャシュ・フロー計算書における資金の範囲

   中間連結キャシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理方法

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当中間

連結会計期間から適用しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年10月31日）
当中間連結会計期間
（平成29年４月30日）

土地 2,005,688千円 2,005,688千円

建物及び構築物          450,764          441,079

計         2,456,452         2,446,768

 

 上記のうち工場財団抵当設定分

 
前連結会計年度

（平成28年10月31日）
当中間連結会計期間
（平成29年４月30日）

土地 1,582,980千円 1,582,980千円

建物及び構築物          362,201          355,150

計         1,945,182         1,938,130

 

 担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年10月31日）
当中間連結会計期間
（平成29年４月30日）

短期借入金 300,353千円 260,251千円

長期借入金          557,091          579,278

受取手形割引高          19,962           14,582

計          877,406          854,111

 

 上記のうち工場財団抵当設定分

 
前連結会計年度

（平成28年10月31日）
当中間連結会計期間
（平成29年４月30日）

短期借入金 253,697千円 219,745千円

長期借入金          531,233          570,598

受取手形割引高           19,962           14,582

計          804,892          804,925

 

 ２．受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年10月31日） 
当中間連結会計期間 
（平成29年４月30日） 

受取手形割引高 19,962千円 14,582千円 

 

      ３．中間連結会計期間末日満期手形の処理 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

当中間連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が中間

連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度 

（平成28年10月31日） 
当中間連結会計期間 
（平成29年４月30日） 

割引手形 －千円 11,064千円 
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（中間連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

 
 前中間連結会計期間 
（自 平成27年11月１日 

  至 平成28年４月30日） 

 当中間連結会計期間 
（自 平成28年11月１日 

  至 平成29年４月30日） 

従業員給与 23,048千円 21,965千円 

役員報酬 17,850 18,600

退職給付費用 1,625 1,003

 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費

 
 前中間連結会計期間 
（自 平成27年11月１日 

  至 平成28年４月30日） 

 当中間連結会計期間 
（自 平成28年11月１日 

  至 平成29年４月30日） 

  1,342千円 2,866千円 

 

 ３．当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、秋冬物用製品が主力となるため連結会計年度の上

半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動がありま

す。なお、当中間連結会計期間末に至る一年間の売上高は次のとおりであります。

 
 
 

前中間連結会計期間
（自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日）

前連結会計年度の下期の売上高 506,897千円 420,837千円

当中間連結会計期間の売上高          387,511          346,417

計          894,408          767,255
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式        

普通株式 3,589,000 － － 3,589,000

合計 3,589,000 － － 3,589,000

自己株式        

普通株式 21,663 200 － 21,863

合計 21,663 200 － 21,863

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加200株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成28年11月１日 至平成29年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式        

普通株式 3,589,000 － － 3,589,000

合計 3,589,000 － － 3,589,000

自己株式        

普通株式 21,863 320 － 22,183

合計 21,863 320 － 22,183

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加320株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 該当事項はありません。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日）

現金及び預金 191,282千円 87,228千円

現金及び現金同等物       191,282        87,228
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（金融商品関係）

   金融商品の時価等に関する事項 
  中間連結貸借対照表計上額(連結貸借対照表計上額)、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま 
  す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません((注)２参照)。 

    前連結会計年度（平成28年10月31日）                         （ 単位：千円） 

  連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 106,126 106,126 －

(2）受取手形及び売掛金 120,930    

 貸倒引当金      (*1) △67    

  120,863 120,863 －

(3）投資有価証券 102,505 102,505 －

資産計 329,496 329,496 －

(4）支払手形及び買掛金  (*2) 16,706 16,706 －

(5）長期借入金      (*3) 1,130,514 1,151,354 20,840

(6）長期預り敷金保証金 149,821 139,656 △10,165

(7）受入建設協力金    (*4) 197,044 190,035 △7,008

負債計 1,494,085 1,497,753 3,667

 
     当中間連結会計期間（平成29年４月30日）                        （ 単位：千円） 

 
中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1）現金及び預金 87,228 87,228 －

(2）受取手形及び売掛金 74,949    

 貸倒引当金      (*1) △73    

  74,876 74,876 －

(3）投資有価証券 131,376 131,376 －

資産計 293,481 293,481 －

(4）支払手形及び買掛金  (*2) 28,355 28,355 －

(5）長期借入金      (*3) 1,072,027 1,075,429 3,402

(6）長期預り敷金保証金 149,843 140,043 △9,799

(7）受入建設協力金    (*4) 189,178 182,697 △6,481

負債計 1,439,405 1,426,526 △12,878

(*1) 受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 
(*2) 当該計上額は、全て買掛金であります。 
(*3) １年内に返済期限が到来する長期借入金を含めて表示しております。 
(*4) １年内に返還期限が到来する受入建設協力金を含めて表示しております。 
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(注)１．金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項 

資産 

 (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 
   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
 (3) 投資有価証券 
   これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。 
負債 
 (4) 支払手形及び買掛金 
   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
  為替予約の振当処理された買掛金については、当該為替予約と一体として処理しております。 
 (5) 長期借入金 
   長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた 
  現在価値により算定しております。 
 （6）長期預り敷金保証金 
   返還時期が確定している敷金および保証金については、返還額を合理的に考えられる利率で割り引いて算定する 
  方法によっております。 
 （7）受入建設協力金 
   返還時期が確定している建設協力金については、返還額を合理的に考えられる利率で割り引いて算定する方法に 
  よっております。 
 
  ２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品                （ 単位：千円） 

区分
前連結会計年度

（平成28年10月31日）
当中間連結会計期間

（平成29年４月30日）

非上場株式 1,447 1,447

 これらについては、市場価格が無く時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価証券」 
には含まれておりません。 
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年10月31日）                         （単位：千円）

区分 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの

株式 102,505 56,146 46,359

小計 102,505 56,146 46,359

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 102,505 56,146 46,359

（注）非上場株式等(当連結貸借対照表計上額1,447千円)につきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極

   めて困難と認められることから、上記の「その他有価証券」には含めておりません。

 

     当中間連結会計期間（平成29年４月30日）                       （単位：千円）

区分 種類
中間連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

中間連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

株式 131,376 56,146 75,229

小計 131,376 56,146 75,229

中間連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 131,376 56,146 75,229

（注）非上場株式等(当中間連結貸借対照表計上額1,447千円)につきましては、市場価格がなく、時価を把握することが

   極めて困難と認められることから、上記の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日）              （単位：千円） 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 69,672 45,753 －

 

当中間連結会計期間（平成29年４月30日）

 該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 前連結会計年度（平成28年10月31日）

  該当事項はありません。

 当中間連結会計期間（平成29年４月30日）

  該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 前連結会計年度（平成28年10月31日）

  該当事項はありません。

 当中間連結会計期間（平成29年４月30日）

  重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（平成28年10月31日） 

 １．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

    該当はありません。

 

      ２．連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

    当社グループは、一部建物の建築材料に石綿を使用した物件を所有しております。当該建物の解体時に 

   おいて、法令の定める方法により石綿を適切に除去する債務を有しておりますが、当該建物については、 

   今後とも適切な維持管理を行いながら、使用を継続する予定であります。従いまして債務の履行時期の見 

   積もりが困難であり、具体的な計画に基づかない限り解体時期を見積ることができません。さらに、当該 

   建物の除却費用から、当該石綿の除去に直接関わる費用を区分して見積ることは、困難であります。 

    これらの理由から、当該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。 

 

       当中間連結会計期間（平成29年４月30日）

 １．資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの

    該当はありません。

 

      ２．中間連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

    当社グループは、一部建物の建築材料に石綿を使用した物件を所有しております。当該建物の解体時に 

   おいて、法令の定める方法により石綿を適切に除去する債務を有しておりますが、当該建物については、 

   今後とも適切な維持管理を行いながら、使用を継続する予定であります。従いまして債務の履行時期の見 

   積もりが困難であり、具体的な計画に基づかない限り解体時期を見積ることができません。さらに、当該 

   建物の除却費用から、当該石綿の除去に直接関わる費用を区分して見積ることは、困難であります。 

    これらの理由から、当該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。 

 

（賃貸等不動産関係）

     賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額および中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に 
    比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
 

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報 

１．報告セグメントの概要

   当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ 

  り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

  るものであります。

   当社グループは、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについ

  て国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

  したがって、当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されてお
  り、「繊維事業」、「賃貸事業」および「物流事業」の３つを報告セグメントとしております。
  「繊維事業」は、紡毛糸、梳毛糸、毛織物、ニット製品、コート、産業資材、手芸糸の製造・販売を行っ
  ております。
   「賃貸事業」は、不動産の賃貸および管理業務を行っております。
   「物流事業」は、繊維製品・服飾雑貨等の物流加工業務を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

   報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な

  事項」における記載と同一であります。

   報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益および振替高は

  市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

    前中間連結会計期間（自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

中間連結財務
諸表計上額 
(注)２   繊維事業 賃貸事業 物流事業 合計 

売上高            

外部顧客への売上高 270,513 99,574 17,422 387,511 － 387,511 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
3,960 10,950 6,237 21,147 △21,147 － 

計 274,473 110,524 23,660 408,658 △21,147 387,511 

セグメント利益又はセグメント損

失(△) 
1,379 56,955 △3,152 55,182 △43,012 12,170 

セグメント資産 689,596 2,596,853 33,784 3,320,234 514,018 3,834,252 

その他の項目            

減価償却費 5,927 14,828 445 21,200 97 21,298 

有形固定資産及び無形固定資産 

の増加額 
1,777 － － 1,777 210 1,987 

   (注)１．調整額は、以下のとおりであります。
(1)セグメント利益の調整額△43,012千円には、セグメント間取引消去△21,147千円および全社費用21,864
千円が含まれております。全社費用は、管理部門に係る費用であります。

(2)セグメント資産の調整額514,018千円は、セグメント間取引に係る債権の相殺消去45,988千円および全社
資産560,006千円であります。

(3)その他の項目減価償却費の調整額97千円は、全社費用であります。
     ２．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
 
    当中間連結会計期間（自平成28年11月１日 至平成29年４月30日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

中間連結財務
諸表計上額 
(注)２   繊維事業 賃貸事業 物流事業 合計 

売上高            

外部顧客への売上高 233,328 99,503 13,586 346,417 － 346,417

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
3,000 9,900 6,268 19,168 △19,168 －

計 236,328 109,403 19,854 365,586 △19,168 346,417

セグメント利益又はセグメント損

失(△) 
△6,749 57,861 △2,210 48,901 △43,396 5,505

セグメント資産 676,956 2,574,750 26,954 3,278,661 303,577 3,582,238

その他の項目            

減価償却費 5,406 14,431 458 20,296 174 20,470

有形固定資産及び無形固定資産 

の増加額 
2,347 5,715 0 8,062 45 8,108

   (注)１．調整額は、以下のとおりであります。
(1)セグメント利益の調整額△43,396千円には、セグメント間取引消去△19,168千円および全社費用24,227
千円が含まれております。全社費用は、管理部門に係る費用であります。

(2)セグメント資産の調整額303,577千円は、セグメント間取引に係る債権の相殺消去44,496千円および全社
資産348,073千円であります。

(3)その他の項目減価償却費の調整額174千円は、全社費用であります。
     ２．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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ｂ．関連情報 

前中間連結会計期間（自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報               （単位：千円）

  繊維事業 賃貸事業 物流事業 合計

  外部顧客に対する売上高 270,513 99,574 17,422 387,511

２．地域ごとの情報

 (1)売上高

   本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90%を超えるため記載を省略しております。

 (2)有形固定資産

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成28年11月１日 至平成29年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報               （単位：千円）

  繊維事業 賃貸事業 物流事業 合計

  外部顧客に対する売上高 233,328 99,503 13,586 346,417

２．地域ごとの情報

 (1)売上高

   本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90%を超えるため記載を省略しております。

 (2)有形固定資産

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

    前中間連結会計期間(自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

 該当事項はありません。

    当中間連結会計期間(自平成28年11月１日 至平成29年４月30日） 

 該当事項はありません。
 
ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前中間連結会計期間(自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

 該当事項はありません。

当中間連結会計期間(自平成28年11月１日 至平成29年４月30日） 

 該当事項はありません。
 
ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

前中間連結会計期間(自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

 該当事項はありません。

当中間連結会計期間(自平成28年11月１日 至平成29年４月30日） 

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

    １株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年10月31日）
当中間連結会計期間

（平成29年４月30日）

１株当たり純資産額 418円 70銭 426円 40銭

 

    １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自  平成27年11月１日
至  平成28年４月30日）

当中間連結会計期間
（自  平成28年11月１日
至  平成29年４月30日）

１株当たり中間純利益金額 1円 52銭 0円 86銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（千円）
5,429 3,064

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益金額（千円）
5,429 3,064

普通株式の期中平均株式数（株） 3,567,194 3,567,046

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項ありません。 
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５．中間財務諸表及び主な注記
（１）中間貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成28年10月31日) 
当中間会計期間 

(平成29年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 95,587 81,596

受取手形 21,615 5,215

売掛金 92,284 65,176

商品及び製品 213,562 239,335

仕掛品 6,722 283

原材料及び貯蔵品 67,714 100,351

前払費用 6,759 4,564

未収入金 1,470 1,017

繰延税金資産 7,554 7,554

その他 1,577 1,272

流動資産合計 514,847 506,366

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※1 1,417,529 ※1 1,424,211

減価償却累計額 △925,752 △941,463

建物（純額） 491,777 482,748

構築物 ※1 135,365 ※1 135,365

減価償却累計額 △89,708 △91,516

構築物（純額） 45,656 43,848

機械及び装置 399,958 401,007

減価償却累計額 △376,923 △378,812

機械及び装置（純額） 23,035 22,194

工具、器具及び備品 36,986 37,226

減価償却累計額 △32,883 △33,510

工具、器具及び備品（純額） 4,102 3,715

土地 ※1 2,293,314 ※1 2,293,314

その他 3,754 3,891

減価償却累計額 △2,788 △3,135

その他（純額） 965 755

有形固定資産合計 2,858,852 2,846,578

無形固定資産    

ソフトウエア 178 1,676

電話加入権 1,124 1,124

無形固定資産合計 1,302 2,800

投資その他の資産    

投資有価証券 103,953 132,823

関係会社株式 30,000 30,000

出資金 2,544 2,543

長期前払費用 2,076 778

保険積立金 112,003 75,933

その他 2,975 2,975

投資その他の資産合計 253,553 245,054

固定資産合計 3,113,708 3,094,433

資産合計 3,628,555 3,600,799
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成28年10月31日) 
当中間会計期間 

(平成29年４月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 23,936 34,516

1年内返済予定の長期借入金 ※1 376,433 ※1 336,331

1年内返還予定の受入建設協力金 15,730 15,730

未払金 19,070 17,003

未払費用 47 110

未払法人税等 290 145

未払消費税等 10,084 252

前受金 18,662 18,671

預り金 581 2,201

流動負債合計 464,835 424,961

固定負債    

長期借入金 ※1 747,231 ※1 731,378

受入建設協力金 181,313 173,447

繰延税金負債 12,589 17,172

再評価に係る繰延税金負債 546,311 546,311

退職給付引当金 14,891 11,174

長期預り敷金保証金 149,821 149,843

固定負債合計 1,652,158 1,629,328

負債合計 2,116,994 2,054,290

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 100,000

資本剰余金    

資本準備金 122,741 122,741

その他資本剰余金 200,000 200,000

資本剰余金合計 322,741 322,741

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △61 10,618

利益剰余金合計 △61 10,618

自己株式 △1,133 △1,152

株主資本合計 421,546 432,207

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 33,769 58,056

土地再評価差額金 1,056,245 1,056,245

評価・換算差額等合計 1,090,014 1,114,301

純資産合計 1,511,561 1,546,509

負債純資産合計 3,628,555 3,600,799
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（２）中間損益計算書

    （単位：千円） 

 
前中間会計期間 

(自 平成27年11月１日 
 至 平成28年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成28年11月１日 
 至 平成29年４月30日) 

売上高 361,785 321,560

売上原価 246,678 197,784

売上総利益 115,107 123,775

販売費及び一般管理費 104,234 110,866

営業利益 10,872 12,909

営業外収益 ※2 3,727 ※2 3,337 

営業外費用 ※3 9,083 ※3 6,057 

経常利益 5,516 10,189 

特別利益 － 635

税引前中間純利益 5,516 10,825

法人税、住民税及び事業税 145 145

法人税等合計 145 145

中間純利益 5,371 10,680
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自平成27年11月１日 至平成28年４月30日）

              （単位：千円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 100,000 122,741 200,000 322,741 △48,666 △48,666 △1,121 372,953 

当中間期変動額                

中間純利益 － － － － 5,371 5,371 － 5,371 

自己株式の取得 － － － － － － △12 △12 

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額） － － － － － － － － 

当中間期変動額合計 － － － － 5,371 5,371 △12 5,359 

当中間期末残高 100,000 122,741 200,000 322,741 △43,294 △43,294 △1,133 378,313 

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他有価証券評価差額
金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 95,279 1,044,065 1,139,345 1,512,299 

当中間期変動額        

中間純利益 － － － 5,371 

自己株式の取得 － － － △12 

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額） △33,728 12,179 △21,549 △21,549 

当中間期変動額合計 △33,728 12,179 △21,549 △16,189 

当中間期末残高 61,551 1,056,245 1,117,796 1,496,109 
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当中間会計期間（自平成28年11月１日 至平成29年４月30日）

              （単位：千円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

 

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 100,000 122,741 200,000 322,741 △61 △61 △1,133 421,546

当中間期変動額                

中間純利益 － － － － 10,680 10,680 － 10,680

自己株式の取得 － － － － － － △19 △19

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額） － － － － － － － －

当中間期変動額合計 － － － － 10,680 10,680 △19 10,661

当中間期末残高 100,000 122,741 200,000 322,741 10,618 10,618 △1,152 432,207

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他有価証券評価差額
金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 33,769 1,056,245 1,090,014 1,511,561

当中間期変動額        

中間純利益 － － － 10,680

自己株式の取得 － － － △19

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額） 24,287 － 24,287 24,287

当中間期変動額合計 24,287 － 24,287 34,948

当中間期末残高 58,056 1,056,245 1,114,301 1,546,509
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注記事項

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1）有価証券 

  子会社株式

…移動平均法による原価法

  その他有価証券

時価の有るもの

…中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価の無いもの

…移動平均法による原価法

 (2）たな卸資産

   商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

   月次移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物          ２～37年

機械装置及び運搬具   ２～16年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。

 退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を適用しております。

４．ヘッジ会計の方法

 (1）ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理によっております

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…為替予約

 ヘッジ対象…買掛金（予定取引を含む）

 (3）ヘッジ方針

 為替変動リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

 （4）ヘッジ有効性評価の方法

 為替予約の締結時に、同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場

の変動による相関関係は完全に確保されているので中間決算日における有効性の評価を省略しております。

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当中間

会計期間から適用しております。
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（中間貸借対照表関係）

※１．担保資産および担保付債務

 担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年10月31日）
当中間会計期間

（平成29年４月30日）

土地 2,005,688千円 2,005,688千円

建物          450,764          441,079

計         2,456,452         2,446,768

 

 上記のうち工場財団抵当設定分

 
前事業年度

（平成28年10月31日）
当中間会計期間

（平成29年４月30日）

土地 1,582,980千円 1,582,980千円

建物          362,201          355,150

計         1,945,182         1,938,130

 

 担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年10月31日）
当中間会計期間

（平成29年４月30日）

１年内返済予定の長期借入金 300,353千円 260,251千円 

長期借入金          557,091          579,278

受取手形割引高           19,962          14,582

計          877,406          854,111

 

 上記のうち工場財団抵当設定分

 
前事業年度

（平成28年10月31日）
当中間会計期間

（平成29年４月30日）

１年内返済予定の長期借入金 253,967千円 219,745千円 

長期借入金          531,233          570,598

受取手形割引高           19,962          14,582

計          804,892          804,925

 

２．受取手形割引高 

 
前事業年度 

（平成28年10月31日） 
当中間会計期間 

（平成29年４月30日） 

受取手形割引高 19,962千円 14,582千円 

 

     ３．中間会計期間末日満期手形の処理 

中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。当中

間事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の中間事業年度末日満期手形が中間事業年度末残

高に含まれております。

 
前事業年度 

（平成28年10月31日） 
当中間会計期間 

（平成29年４月30日） 

割引手形 －千円 11,064千円 

 

     ４．消費税の取扱い 

   仮払消費税等および仮受消費税等は相殺して、流動負債の「未払消費税等」に表示しております。
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（中間損益計算書関係）

 １. 減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日）

当中間会計期間
（自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日）

有形固定資産 21,283千円 20,383千円

無形固定資産               14               87

計             21,298             20,470

 

※２. 営業外収益のうち主要なもの

 
 
 

前中間会計期間
（自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日）

当中間会計期間
（自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日）

受取利息 12千円 0千円

受取配当金           3,267           3,138

為替差益             －             28

 

※３. 営業外費用のうち主要なもの

 
 
 

前中間会計期間
（自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日）

当中間会計期間
（自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日）

支払利息 8,280千円 5,540千円

為替差損            12             －

 

 ４. 当社の売上高は、通常の営業の形態として、秋冬物用製品が主力となるため事業年度の上半期の売上高

と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。なお、当

中間会計期間末に至る一年間の売上高は次のとおりであります。 

 
 
 

前中間会計期間
（自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日）

当中間会計期間
（自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日）

前事業年度の下期の売上高 473,086千円 395,100千円

当中間会計期間の売上高          361,785          321,560

計          834,872          716,660

 

（有価証券関係）

 前事業年度 (平成28年10月31日)

 子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式30,000千円)は市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

 当中間会計期間 (平成29年４月30日)

 子会社株式及び関連会社株式(中間貸借対照表計上額 子会社株式30,000千円)は市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項ありません。 
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６．その他
（１）生産、受注及び販売の状況

 当社グループの生産・販売品目は極めて多種多様であり、その生産形態も各事業所で幾多の品目を分担生産し、同

種の品目であっても、その生産単位等は一様ではなく画一的表示が困難であるため、セグメントごとに生産規模およ

び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１．経営成績」における事業毎の概況に関連づけて示しており

ます。
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